
大地震への対策のために国の補助を求める意見書

二度にわたる熊本地震における甚大な被害は、我が国が大規模災害

の脅威に常に直面している現実を改めて示したものである。南海トラ

フ地震や生駒断層帯地震など、近畿地方においても将来の大地震の発

生が懸念されており、住民の生命・財産を守るため、自治体が進める

防災・減災対策の一層の強化が求められている。

精華町では、令和８年度改定版「精華町国土強靭化地域計画」にお

いて、住宅の耐震化、避難所機能の強化、上下水道の耐震化、土砂災

害対策など、多岐にわたる防災・減災施策を重点的に推進する方針を

掲げている。

住宅の耐震化については、令和７年時点で耐震化率８７．７％と一

定の進捗が見られるものの、なお約１，６００戸が耐震性不足と推計

されている。また、地区集会所など避難所となる施設の耐震化率は８

３．３％にとどまり、引き続き改善が必要な状況である。

さらに、精華町国土強靭化地域計画では、上下水道の耐震化が十分

でない区間が残存していること、近年の豪雨災害による被災箇所の復

旧、老朽化した公共施設の改修、空き家の防災上の課題など、町が抱

える防災関連事業は多岐にわたり財政負担は大きい。

これらの施策を着実に進めるためには、自治体の努力だけでは限界

があり、国による継続的かつ安定した財政支援が不可欠である。特に、

耐震化支援、避難所機能の強化、上下水道の耐震化、土砂災害対策な

どは、国の補助制度の拡充が進捗を左右する重要な要素となっている。

このため、国におかれては、国民の安全・安心を確保する観点から、

大地震対策に必要な自治体への支援措置を一層充実させるよう、強く

求めるものである。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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